
障害者による情報取得等に資する機器等の開発及び普及の促進並びに質の向上に関する協議の場 

開催要綱 

令和４年１１月９日 

府 政 政 調 第 7 6 4 号 

デ 国 第 5 2 5 号 

総 情 上 第 9 0 号 

障 発 1 1 0 9 第 2 号 

20221107 経局第 2 号 

令和６年５月 16 日一部改正  

令和７年８月 21 日一部改正 

１．趣旨 

 障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律（令和４年法

律第 50号）第 11条第３項の規定に基づき、障害者による情報取得等に資する機器開発等を行う

事業者、障害者及び関係行政機関の職員その他の関係者を参集し、障害者による情報取得等に資

する機器等の開発及び普及の促進並びに質の向上に資するよう情報共有や意見交換等を実施する

ため、障害者による情報取得等に資する機器等の開発及び普及の促進並びに質の向上に関する協

議の場（以下「協議の場」という。）を開催する。 

２．構成員 

（１）構成員は、別紙のとおりとする。

（２）構成員の任期は、指名の日から２年間とする。ただし、再任することができるものとす

る。 

（３）協議の場に座長を置く。座長は構成員の互選により選出し、必要に応じて構成員以外の

関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

３．運営 

（１）協議の場は、内閣府政策統括官（共生・共助担当）、デジタル庁審議官（戦略・組織グ

ループ）、総務省大臣官房審議官（情報流通行政局担当）、厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長及び経済産業省経済産業政策局長が、構成員の参集を求めて開催する。 

（２）協議の場の庶務は、デジタル庁、総務省、厚生労働省、経済産業省の協力を得て、内閣

府政策統括官（共生・共助担当）付参事官（障害者施策担当）において処理する。 

４．その他 

前各項に定めるもののほか、協議の場の運営に関し必要な事項は、協議の場において定める。 
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※協議の場の議題等を踏まえ、必要があると認める場合は上記以外の関係省庁に出席を依頼 

 


